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様式第１号

年　　月　　日
（宛先）福岡市長

                                  　　　　　　　所 在 地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　名　　称
                                  　　　　　　　代表者名　　　　　
                                　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号　　　　　　　　　　　　　）

福岡流通団地振興補助金交付申請書

福岡流通団地振興補助金交付要綱第９条の規定により、補助金の交付を受けたいので関係書類を添えて下記のとおり申し込みます。補助事業の遂行に当たっては福岡市補助金交付規則及び福岡流通団地振興補助金交付要綱を遵守します。
本件申請にあたり市に提出した個人情報について、市がこの補助金からの暴力団排除のため福岡県警察への照会確認に使用することに同意します。
また、申請者及びその役員が暴力団・暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者に該当したときは、市がこの補助金を交付しないこと、又は補助金の交付の決定を取り消すことについて同意します。

記

１　補助金名　福岡流通団地振興補助金

２　補助金額　金　　　　　　　　　　　　　円

３　関係書類
(1)　申請者の規約等
 (2)　申請者の役員名簿（様式　第１号－２）、会員名簿等
(3)　福岡流通団地振興事業の実施計画書等
 (4)　福岡流通団地振興事業の収支予算書等
 (5)　福岡流通団地振興事業のうち補助の対象となる実施計画書等
 (6)　福岡流通団地振興事業のうち補助の対象となる収支予算書等
(7)　その他必要と認める書類

４　概算払いの有無及び理由





様式第１－２号
役　員　名　簿
【団体名：　　　　　　　　　　　　】
	役　職　名
	フ リ ガ ナ
	生　年　月　日

	
	氏　　　　名
	

	　
	　
	明・大・昭・平・令
	年　　月　　日

	
	　
	
	

	　
	　
	明・大・昭・平・令
	年　　月　　日

	
	　
	
	

	　
	　
	明・大・昭・平・令
	年　　月　　日

	
	　
	
	

	　
	　
	明・大・昭・平・令
	年　　月　　日

	
	　
	
	

	　
	　
	明・大・昭・平・令
	年　　月　　日

	
	　
	
	

	　
	　
	明・大・昭・平・令
	年　　月　　日

	
	　
	
	

	　
	　
	明・大・昭・平・令
	年　　月　　日

	
	　
	
	


※該当する元号を○で囲んでください。 
※役員全員を記載してください。 
※この役員名簿により収集した個人情報については、この補助金からの暴力団排除のため、福岡県警察への照会確認に利用します。（裏面参照）


補助金交付からの暴力団排除について
（お知らせ）
福岡市では、平成22年７月に施行した福岡市暴力団排除条例に基づき、市の事務事業からの暴力団排除に向けて全庁を挙げて取り組んでおります。  
　「福岡流通団地振興補助金」についても、交付要綱を改正し、暴力団・暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者に対し補助金を交付しない、又は交付決定を取り消す等の措置を行うこととしております。
　このため、福岡市では、この補助金の交付決定にあたり、申請される方（事業者）又は申請される団体の役員が暴力団員等でないか福岡県警察に照会確認を行いますので、その旨ご了承願います。
　また、申請される方（事業者）又は申請される団体にはこの照会確認に必要となる個人情報（法人の場合は、「役員名簿」）の提出をお願いしております。

















様式第２号
経支第　　　号
　　年　　月　　日
                    　　様

                                               　　　福岡市長

福岡流通団地振興補助金交付決定通知書

　　　年　　月　　日付をもって申請のあった福岡流通団地振興補助金について、下記のとおり交付することに決定したので通知します。

記


１　補助事業名

２　補助内示金額

３　補助金交付予定時期及び額

４　補助条件
(1)　補助事業の内容、経費の配分又は執行計画の変更（市長が認める軽微な変更を除く。）をする場合においては、市長の承認を受けること。
(2)　補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、市長の承認を受けること。
(3)　補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、すみやかに市長に報告してその指示を受けること。
(4)　補助金に係る消費税及び地方消費税相当額については、要綱の定めるところにより、仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合には、当該仕入れに係る消費税等相当額を減額することになる。
(5)　この交付決定に対して不服がある場合における申請の取下げをすることができる期間は、この交付決定通知受領の日から15日以内とする。
(6)　その他福岡市補助金交付規則及び福岡流通団地振興補助金交付要綱の定めを遵守すること。

様式第３号
経支第　　　号
　年　　月　　日

                    　　様

                                               　　　福岡市長

福岡流通団地振興補助金不交付決定通知書


　　　年　　月　　日付をもって申請のあった福岡流通団地振興補助金については、審査の結果、交付しないこととしましたので、福岡流通団地振興補助金交付要綱第10条第２項の規定により通知します。

記

【交付しない理由】

様式第４号
                                                         　　　　　　　年　　月　　日

（宛先）福岡市長

所 在 地
名　　称
代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号　　　　　　　　　　　　　）

福岡流通団地振興補助金交付額等変更申請書

　　　年　　月　　日付経支第　　　号で交付の決定を受けた、福岡流通団地振興補助金に係る実施計画を次のとおり変更したいので、福岡流通団地振興補助金交付要綱第11条第１項の規定に基づき、次のとおり関係書類を添えて申請します。


  １　変更事項





  ２　変更理由





　３　添付書類


様式第５号
                                                        　　　　　　年　　月　　日

（宛先）福岡市長

所 在 地
名　　称
代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号　　　　　　　　　　　　　）

福岡流通団地振興事業実績報告書


　　　年　　月　　日付経支第　　　　号で交付の決定を受けた、福岡流通団地振興補助金に係る事業の全部について完了いたしましたので、福岡流通団地振興補助金交付要綱第12条の規定に基づき、関係書類を添えて報告します。

記

関係書類
１　福岡流通団地振興事業実施報告書等

２　福岡流通団地振興事業収支計算書等

３　福岡流通団地振興事業のうち補助の対象となる実施報告書等

４　福岡流通団地振興事業のうち補助の対象となる収支計算書等

５　支出の確認ができる書類や写真等の写し

６　その他事業の実施が確認できる資料等

※ 第12条第２項の規定に基づき、消費税等仕入控除税額が実績報告時点で明らかである場合はその額を記載し減額すること。

様式第６号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経支第　　　号
年　　月　　日

                    　　様

                                         　　　　　 福岡市長

福岡流通団地振興補助金交付確定通知書

　　年　　月　　日付で完了の届出のあった福岡流通団地振興事業に対する補助金の交付について調査して確認した結果、福岡流通団地振興補助金交付要綱第13条の規定により、下記のとおり補助金の額を確定したので通知します。

記


１　補助事業名


２　補助金確定額


様式第７号（第14条関係）

　　　年　　月　　日
（あて先）福　岡　市　長

団体の所在地　〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

　　年度福岡流通団地振興補助金消費税等仕入控除税額報告書

　　　年　月　日付、経支第　　号により交付決定があった　　年度福岡流通団地振興補助金について、次のとおり報告する。

記

１　補助金の額の確定額
金　　　　　　　　円

２　消費税及び地方消費税の申告により確定した補助金に係る消費税等仕入控除税額
金　　　　　　　　円

※２の金額が０円の場合、以下のいずれかの該当する□にレ印でチェックすること。
□　免税事業者の場合
□　簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合
□　消費税が課税されない任意団体等の場合

３　添付書類
　２の金額の積算の内訳書　等


※留意事項
（１）会計士等に確認のうえ回答してください。
（２）次のような消費税法の課税事業者は、複数の確定申告が必要になります。
　　　　①　事業を翌年度に繰越した場合
　　　　②　事業者の課税期間が４月～３月ではない場合


添　付　資　料　
（１）２の金額が０円の場合
①免税事業者の場合
・補助事業実施年度の前々年度に係る法人税確定申告の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び損益計算書等、売上高を確認できる資料
・免税事業者届出書（法人税確定申告をしていない場合）
②簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合
・補助事業実施年度における消費税確定申告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの）
③消費税が課税されない任意団体の場合
※原則添付資料不要ですが、必要に応じ資料の提出を求めることがあります。


（２）２の金額が０円以外の場合
・報告の内容が記載された概要（「別紙」参照）
・消費税及び地方消費税の確定申告書の写し
・消費税及び地方消費税及び確定申告書の付表２「課税売上高・控除対象仕入
税額等の計算書表」の写し
・その他参考となる資料（特定収入額、補助金のうち課税仕入れ等に係る消費
税額がわかる資料）


（別紙）

１　施設名

２　補助事業者名

３　施設の所在地

４　補助金等の名称

５　補助金交付年度及び補助金確定額

６　補助金返還額の概要
（１）　特定収入額及び内訳

（２）　特定収入割合

（３）　課税売上割合

（４）　交付を受けた補助金のうち、課税仕入れ等にのみ使途が特定されて
いる金額

（５）　補助金返還額


様式第８号（第15条関係）

福岡流通団地振興補助金　財産処分承認申請書

令和   年   月   日
（あて先）福　岡　市　長	

	所在地

	(〒   －    )


	社名及び
代表者氏名
	


	＜連絡先＞
	

	担当者氏名
	

	電話番号
	(   )    －    

	メールアドレス
	



福岡流通団地振興補助金により取得した財産について、下記のとおり処分したいので承認を申請します。 

記

1． 処分財産の品名及び取得年月日 



2． 処分財産の取得価格及び時価 



3． 処分の方法（有償による処分の場合は、処分価格）



4． 処分の理由



